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同上

特定既存耐震不適格建築物に係る指示

　建築物の耐震改修の促進に関する法律では、所管行政庁は特定既存耐震不適格建築物のうち、地震に対
する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令で定めるものであって、政令で定める規模以上
のものについて、必要な耐震診断又は耐震改修が行われていないと認めるときは、当該建築物の所有者に
対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができるとされています。また、指示を受けた当
該建築物の所有者が、正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができ
るとされています。

建築物の耐震改修の促進に関する法律第１５条第２項及び第３項

建築物の耐震改修の促進に関する法律
(特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等)
第十五条
（第１項 省略）
2 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物(第一号から第三号までに掲げる特定既存耐震不適
格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令で定めるも
のであって政令で定める規模以上のものに限る。)について必要な耐震診断又は耐震改修が行われていない
と認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示
をすることができる。
一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既存耐震不適
格建築物
二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定既存耐震
不適格建築物
三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物
四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物
3 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な理由がな
く、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。
（第４項、第５項 省略）
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